
  

  

【表紙】   

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成17年12月19日 

【中間会計期間】 第60期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

【会社名】 テイ・エス テック株式会社 

【英訳名】 TS TECH CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  神 田 勝 弥 

【本店の所在の場所】 埼玉県朝霞市栄町三丁目７番27号 

【電話番号】 048(462)1121(大代表) 

【事務連絡者氏名】 経理部長  関 根 健 夫 

【最寄りの連絡場所】 埼玉県朝霞市栄町三丁目７番27号 

【電話番号】 048(462)1121(大代表) 

【事務連絡者氏名】 経理部長  関 根 健 夫 

【縦覧に供する場所】 該当する事項はありません。 

    



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していません。 

  

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 129,789 141,965 163,282 265,645 309,759

経常利益 (百万円) 4,563 4,146 4,549 8,286 10,400

中間(当期)純利益 (百万円) 2,478 1,958 2,238 4,625 5,632

純資産額 (百万円) 54,145 58,789 66,343 55,729 61,630

総資産額 (百万円) 104,034 120,428 131,650 105,117 126,384

１株当たり純資産額 (円) 1,592.51 1,729.11 1,951.29 1,636.57 1,810.12

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 72.89 57.61 65.83 133.53 163.13

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 52.0 48.8 50.4 53.0 48.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 5,395 2,617 △335 10,815 14,505

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,138 △6,025 △3,812 △8,892 △11,417

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 490 3,923 819 △705 △1,128

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 4,498 4,676 3,320 3,811 6,119

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(人) 
6,433 
(894)

6,951
(1,257)

9,052
(1,840)

6,322 
(674)

7,728
(1,292)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していません。 

  

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 59,124 72,214 67,995 131,928 153,470

経常利益 (百万円) 936 2,377 2,176 3,136 4,676

中間(当期)純利益 (百万円) 86 1,446 1,447 761 3,037

資本金 (百万円) 4,700 4,700 4,700 4,700 4,700

発行済株式総数 (千株) 34,000 34,000 34,000 34,000 34,000

純資産額 (百万円) 41,753 44,542 48,626 42,805 46,061

総資産額 (百万円) 64,954 74,376 76,069 71,058 78,916

１株当たり純資産額 (円) 1,228.05 1,310.08 1,430.19 1,256.67 1,352.44

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 2.55 42.55 42.57 20.08 87.02

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 5.00 5.00 7.00 10.00 12.00

自己資本比率 (％) 64.3 59.9 63.9 60.2 58.4

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(人) 
1,336 
(139)

1,351
(152)

1,413
(332)

1,342 
(137)

1,359
(158)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあり

ません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

(1) 当中間連結会計期間において、新たに非連結子会社より連結子会社となったものは、次のとおりであります。 

  

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 

２ 議決権の所有(被所有)割合欄の(内書)は間接所有割合です。 

３ テイエス テック ド ブラジル リミターダは特定子会社に該当します。 

  

(2) 平成17年10月31日に新たに設立したトライモールド リミテッド ライアビリティ カンパニーは、平成18年３

月期下半期より連結子会社となる予定です。 

  

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 

２ 議決権の所有(被所有)割合欄の(内書)は間接所有割合です。 

  

名称 住所 資本金又は
出資金 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
(被所有)割合 関係内容 

所有割合

(％) 

被所有
割合 
(％) 

役員の
兼任等 

資金 
援助 

営業上 
の取引 

設備
の賃
貸借

テイエス テックド ブラジル 
リミターダ      (注)３ 

ブラジル 
サンパウロ 

千レアル 
8,570 四輪事業

82.5
(11.1)

― 出向 ２名 ― 当社が生産す
る製品の販売 ―

広州徳愛康紡績内飾 
製品有限公司 

中国 
広東省 

千米ドル 
3,300 四輪事業 100.0 ―

兼任 ２名
出向 １名

― ― ―

名称 住所 資本金又は
出資金 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
(被所有)割合 関係内容 

所有割合

(％) 

被所有
割合 
(％) 

役員の
兼任等 

資金 
援助 

営業上 
の取引 

設備
の賃
貸借

トライモールド リミテッド  
ライアビリティ カンパニー 

アメリカ 
オハイオ州 

千米ドル 
3,000 四輪事業

100.0
(100.0)

― 出向 １名 ― ― ―



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員(当グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当グループへの出向者を含む。)であ

り、臨時従業員数は( )内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しています。 

２ 前連結会計年度末と比較して、従業員数は1,324名、臨時従業員数は548名増加していますが、主として北米子会社におけ

る受注増によるもの及び当中間連結会計期間より２社を連結の範囲に含めたことによるものです。 

３ 従業員数は、主たる業務により事業の種類別に分類しているため、二輪事業、四輪事業及び全社(共通)のセグメントに、

その他事業に係る従業員数が含まれています。 

４ 臨時従業員には、パートタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員を含んでいます。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時従業員数は( )内

に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しています。 

２ 臨時従業員には、パートタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員を含んでいます。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

二輪事業   247   (95) 

四輪事業 8,434(1,641) 

その他事業 97   (64) 

全社(共通) 274   (40) 

合計 9,052(1,840) 

従業員数(人) 1,413(332) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における当グループをとりまく経済環境は、米国では個人消費や設備投資の堅調な伸びによ

り景気が拡大し、欧州においても景気は緩やかながら回復傾向を示しました。アジアにおいては一部に消費や投資

の減速がみられたものの、中国を中心に引き続き高い経済成長を続けました。また、我が国におきましては企業収

益の改善を背景に設備投資が増加し、輸出も持ち直すなど、景気は緩やかに回復してまいりました。 

当グループの関連する自動車業界の生産・販売台数は、原油価格の上昇などの厳しい環境の中ではありますが、

北米・欧州では概ね横這いで推移し、中国・アジアにおきましては増加が続きました。一方国内では生産・販売と

も横這い傾向が続きました。 

このような状況の中、当グループは第９次中期事業計画に基づき「世界ＴＯＰ品質」の実現や、連結ベースでの

更なる体質強化に努めてまいりました。国内におきましては、埼玉工場において生産体質改革の一環として工場を

拡張し、レイアウトの再編を図るなど生産効率及び利益率の向上に向けて努力してまいりました。 

海外におきましては、北米における研究開発拠点であるテイエス テック ノースアメリカ インコーポレーテッド

にテクニカルセンターを新設し開発部門の集約を図ることで、得意先との開発における連携強化と、北米グループ

各社への開発支援体制を整備いたしました。また、中国におきましては拡大する市場に対応するため、湖北省武漢

市に四輪車シート生産拠点を、広東省広州市に四輪車内装品生産拠点をそれぞれ合弁設立するなど、グローバルレ

ベルでの生産能力の拡大に努めてまいりました。 

  

分野別売上高の状況につきましては、二輪事業分野では、国内における需要に回復の兆しが見え始めたことなど

により、売上高は49億87百万円と前中間連結会計期間に比べ87百万円(1.8％)の増収となりました。 

四輪事業分野では、北米における需要増加やブラジル及び中国における子会社を新たに連結対象に加えたことな

どにより、売上高は1,544億66百万円と前中間連結会計期間に比べ209億48百万円(15.7％)の増収となりました。 

その他事業分野では、売上高は38億27百万円と前中間連結会計期間に比べ２億81百万円(7.9％)の増収となりまし

た。 

  

この結果、当中間連結会計期間の売上高は1,632億82百万円と前中間連結会計期間に比べ213億16百万円(15.0％)

の増収となりました。利益面では、営業利益は43億63百万円と前中間連結会計期間に比べ４億87百万円(12.6％)の

増益、経常利益は45億49百万円と前中間連結会計期間に比べ４億３百万円(9.7％)の増益、中間純利益は22億38百万

円と前中間連結会計期間に比べ２億79百万円(14.3％)の増益となりました。 

  



所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりです。 

(日本) 

得意先からの受注製品構成が変化したことなどにより、売上高は731億37百万円と前中間連結会計期間に比べ37億

60百万円(4.9％)の減収となりました。利益面では、減収に伴う利益減少や原材料価格の高騰などにより、営業利益

は24億27百万円と前中間連結会計期間に比べ８億73百万円(26.5％)の減益となりました。 

(北米) 

得意先の販売が新モデルの投入効果を始めとして順調に拡大したことなどにより、売上高は718億91百万円と前中

間連結会計期間に比べ229億14百万円(46.8％)の増収となりました。利益面では、増収に伴う利益の増加などによ

り、９億円の営業利益(前中間連結会計期間は営業損失４億９百万円)となりました。 

(その他の地域) 

ブラジル及び中国における子会社を新たに連結対象に加えたことなどにより、売上高は253億31百万円と前中間連

結会計期間に比べ26億12百万円(11.5％)の増収となりました。また、営業利益は25億５百万円と前中間連結会計期

間に比べ２億47百万円(11.0％)の増益となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローについては、営業活動により３億35百万円減少し、投資活動により38

億12百万円減少し、財務活動により８億19百万円増加し、この結果、現金及び現金同等物は31億16百万円の減少と

なり、中間期末残高は33億20百万円(前年同期比29.0％減)となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動により得られた資金は、前中間連結会計期間に比べ29億52百万円減少し３億35百万円の減少となりまし

た。これは、税金等調整前中間純利益が44億66百万円と前中間連結会計期間に比べ６億20百万円増加したこと及び

売上債権の増減額が前中間連結会計期間と比べ31億94百万円の増加から16億２百万円の減少となったものの、仕入

債務の増減額が前中間連結会計期間と比べ31億45百万円の増加から36億91百万円の減少となったこと及び法人税等

の支払額が28億14百万円と前中間連結会計期間に比べ23億58百万円増加したことなどによるものです。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動により支出した資金は、38億12百万円と前中間連結会計期間に比べ22億13百万円(36.7％)の減少となり

ました。これは、子会社出資金の取得による支出が10億53百万円と前中間連結会計期間に比べ９億83百万円増加し

たものの、定期預金の預入による支出が２億46百万円と前中間連結会計期間に比べ16億51百万円減少したこと及び

定期預金の払戻による収入が26億82百万円と前中間連結会計期間に比べ25億38百万円増加したことなどによるもの

です。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動により得られた資金は、８億19百万円と前中間連結会計期間に比べ31億３百万円(79.1％)の減少となり

ました。これは、短期借入れによる収入が21億12百万円と前中間連結会計期間に比べ25億79百万円減少したこと及

び短期借入金の返済による支出が４億57百万円と前中間連結会計期間に比べ３億59百万円増加したことなどによる

ものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 
  

(注) １ 金額は販売価格により算出しました。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

３ その他事業の生産高には、商品仕入高を含んでおり、その内訳は以下のとおりです。 

  

  

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 
  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 
  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

２ 最近２中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりです。 
  

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

二輪事業 5,096 4.2

四輪事業 154,988 15.9

その他事業 3,714 △2.7

合計 163,799 15.0

販売用車輌の商品仕入高 1,978百万円

その他 1,736百万円

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

二輪事業 5,038 △3.1 805 4.7 

四輪事業 158,845 15.5 28,280 12.7 

その他事業 3,919 12.9 585 31.3 

合計 167,802 14.8 29,672 12.8 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

二輪事業 4,987 1.8 

四輪事業 154,466 15.7 

その他事業 3,827 7.9 

合計 163,282 15.0 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

本田技研工業㈱ 52,364 36.9 45,983 28.2 

ホンダオブアメリカマニ
ュファクチュアリング・
インコーポレーテッド 

24,083 17.0 25,205 15.4 

ホンダマニュファクチュ
アリングオブアラバマ・
エル・エル・シー 

14,656 10.3 30,173 18.5 



３ 【対処すべき課題】 

今後の世界経済は、米国およびアジアでは成長に減速感が見え始めたものの、引き続き堅調に推移し、また国内や

欧州においても緩やかな回復が続くものと推測されます。しかしながら、鋼材及び原油価格の高騰に伴う材料価格の

上昇や為替の動向など、不透明な要因も多く、依然として厳しい経営環境が続くものと予想されます。 

このような状況の中、当グループは平成17年４月よりスタートした第９次中期事業計画の達成に向け、「世界ＴＯ

Ｐ品質」の実現や連結ベースでの更なる体質強化を強力に推進してまいります。国内においては研究開発及び生産技

術力の強化に経営資源を集中させ、また海外ではアジアを中心とした相互補完体制の更なる拡充や、北米及び欧州に

おける生産体質のより一層の強化をはかり、受注競争に勝ち残っていく所存であります。 

また、安全や環境負荷の低減に対する取り組みも積極的に展開し、シートをはじめとする自動車内装品において世

界をリードするモノづくりに努め、「Good Quality Company」すなわち「信頼のブランド」確立の具現化に邁進して

まいります。 

  

① 品質向上への取り組み 

常にお客様に満足して頂ける「高品質製品の提供」を実現する為に、開発、購買、生産各領域の機能を強化

し、信頼のブランド確立に努めてまいります。 

  

② 研究開発の強化 

お客様のニーズに沿った価値の創造や開発期間の短縮化を始めとする開発効率の向上に努めるとともに、安

全、環境分野への取り組みを一層強化し、業界のリーディングカンパニーとして、先進技術の確立に積極的に取

り組んでまいります。 

  

③ 生産体質の強化 

全世界の生産拠点において、高品質な製品を競争力のある価格で提供する為、品質保証体制の更なる強化を図

るとともに、高効率な生産ラインを構築し、生産体質のより一層の強化を進めてまいります。 

  

④ グローバル競争力の強化 

グローバルベースでの厳しい競争に勝ち残るべく、部品の海外調達や相互補完体制の拡充を進め、コスト競争

力の更なる強化に取り組んでまいります。 

  

以上のような取り組みを企業活動全体を通して行い、「お客様に喜ばれる企業」を目指していく所存でございま

す。 

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当グループは、『創造とチャレンジ、自立化』を行動要件とし、ユニークで且つ、競争力のある製品群を生み出す

べく、進化する次世代内装品への研究開発活動を行っています。 

また、日、米、欧、中国、アジアでの営業生産活動から発信される、グローバルな情報を的確にとらえ、世界的視

野での研究開発活動も行っています。 

その研究開発活動は、栃木の技術センターを核とし、北米の開発拠点を含め、世界展開を図って進めています。 

研究開発の内容は、安全技術、環境対応技術、快適技術、多機能技術、外観クオリティー技術を基軸に展開してい

ます。 

主な開発商品は、二輪／四輪車用のシート、及び内装部品です。 

なお、当中間連結会計期間における研究開発費の総額は、53億２百万円です。 

  

（二輪事業） 

１ 環境対応技術 

二輪車用シート構成材料のマテリアルリサイクル活動や有害物質を使用しない製品の創出を行う研究開発活動を

行っています。又、騒音軽減、軽量化の材料開発を実施し、二輪車のＣＯ2排出削減に貢献しています。
 

  

２ 快適技術 

二輪車特有の尻痺れ感や痛みを低減する為、感応的な要素を定量的に測定する評価技術をニューモデルの開発に

て運用しています。また、二輪車用シートの快適性向上を目指し、体格に応じたシートポジショニングと、１人乗

り／２人乗りのマルチユース機能を付与した商品等の開発を実施しています。 

  

３ 外観クオリティー技術 

シートの外観出来映えを定量的に評価する手法により、出来映えが向上する新設計や新技術をニューモデルに随

時搭載しています。 

また、意匠の再現性や加飾性に富んだ新技術シートも、開発展開を図っています。 

当二輪事業に係る研究開発費の金額は、３億78百万円です。 

  



(四輪事業) 

１ 安全技術 

世界の事故情報や、事故情報から生まれる安全基準の情報を元に、独自の基準を設け、スタテック／ダイナミッ

クによる実験研究開発を行っています。 

この実験からアウトプットされる多種多様のデータを元に、コンピューター解析や、信頼性を向上させるための

独自のシミュレーション解析を行っています。 

また、サプリメンタル・レストレイント・システムである、側突エアーバック組み込みシートや、スマート・レ

ストレイント対応技術開発も行っています。 

更に、脚光を浴びている後方衝突による頚部障害軽減の為の、アクティブヘッドレストの開発に取り組みＣＩＶ

ＩＣに採用され商品化しました。この様に全方位安全を考慮した安全技術開発を主開発に掲げ取り組みを強化して

います。 

  

２ 環境対応技術 

社会の一員として、人の健康維持と地球環境の保全の為、環境対応技術の開発を行っています。 

環境負荷極小化の為、自社の製品に使用している全ての材料・部品に含まれる有害化学物質の調査を行うと共

に、設計段階で有害化学物質の使用を避け、代替材料の開発を行う取り組みを行っています。 

また、自社製品に使用している材料・部品のリサイクル化技術として、シートなどの易解体性向上の研究や、ド

アライニングのオールオレフィン化などリサイクル性向上の研究を進めるとともに、フロントシートのマグネシウ

ム合金フレームに代表される重量軽減化の研究開発も行っています。 

  

３ 快適技術 

着座初期の快適性向上や、長時間走行における疲労低減を目的とした研究開発を行っています。具体的には、人

間工学研究に基づく静的快適性の研究、また大学機関との生理学研究、及び独自理論による疲労度定量評価等の疲

労の研究を、基礎研究として行っています。 

最新基礎研究結果を随時製品に搭載し、常に世界ＴＯＰの快適性シートを目指し開発を行っています。 

また、将来における快適性シートの実現に向け、アクティブ機能デバイスの先行開発も行っています。 



４ 多機能技術 

時代要求の高いスモールカーや、ＳＵＶ車において進化が著しい多機能技術に対応する為、人材を集中しオリジ

ナル商品の開発に取り組んでいます。 

ワンタッチ格納シート、デタッチャブル ハンドキャリー センターシート、チップアップ＆ロングスライド機

構、空調シートとリア・パワーフォールダウンヘッドレストなど、ユニークで且つ時代をリードする競争力の有る

商品を開発し、商品化してきました。 

特に空調シートや、新開発ウエイトセンサーは電装部品との融合技術を自社開発しました。 

今後も電装部品融合技術を強化していきます。 

  

５ 外観クオリティー技術 

世界ＴＯＰブランドとしての外観クオリティーを目指して研究調査を行い、シート構成要素別に外観寄与率の基

準を定めたオリジナル技術評価をベースとした、世界ＴＯＰ外観クオリティーシートの研究開発活動を展開してい

ます。 

  

６ 内装技術 

内装製品のドアライニングやルーフについても、環境対応以外に商品魅力向上の為の、質感の高い新加工技術や

新加飾技術、照明等に積極的に取り組んでいます。 

当四輪事業に係る研究開発費の金額は、48億85百万円です。 

  

(その他事業) 

当グループのその他事業の研究開発活動は、四輪及び二輪の各研究開発活動による成果をベースに、その他事業分

野の個別ニーズに対応した応用技術開発を行い、商品デザインを含めた高質・高機能な新商品の開発活動を行って、

各得意先へ提案し採用頂いています。 

当その他事業に係る研究開発費の金額は、38百万円です。 

  

  

これらの基軸の技術を更に成長させ、全世界のお客様に積極発信し、シート及び内装部品において世界をリードす

る商品開発を行ってまいります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画していた設備計画に重要な変更はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりでありま

す。 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれていません。 

２ 完成後の増加能力については、新機種対応、合理化を主な目的としている為生産能力の増加は殆どありません。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画はありません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容
投資額
(百万円) 

完了年月 
完成後の
増加能力 

提出 

会社 

埼玉工場 

(埼玉県行田市） 
四輪事業 

四輪車用シート及び

内装品製造設備 
311 平成17年９月 (注２) 

浜松工場 

(静岡県浜松市） 

二輪事業 

四輪事業 

その他事業 

四輪車用シート製造

設備 
113 平成17年９月 (注２) 

鈴鹿工場 

(三重県鈴鹿市） 
四輪事業 

四輪車用シート及び

内装品製造設備 
530 平成17年９月 (注２) 

開発・技術本部及びテク

ノロジーセンター 

(栃木県高根沢町） 

四輪事業 

四輪車用シート及び

内装金型試作及び試

験設備 

86 平成17年９月 (注２) 

在外 

子会社 

テイエス テック ユーエ

スエー コーポレーション 

(アメリカ オハイオ州） 

四輪事業 
四輪車用シート製造

設備 
905 平成17年９月 (注２) 

テイエス トリム インダ

ストリーズ インコーポレ

ーテッド 

(アメリカ オハイオ州） 

四輪事業 
四輪車用シート製造

設備 
390 平成17年９月 (注２) 

テイエス テック カナダ

インコーポレーテッド 

(カナダ オンタリオ州） 

四輪事業 
四輪車用シート製造

設備 
703 平成17年９月 (注２) 

テイエス テック (タイラ

ンド）カンパニーリミテ

ッド 

(タイ アユタヤ県） 

四輪事業 
四輪車用シート製造

設備 
78 平成17年６月 (注２) 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当する事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 136,000,000

計 136,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月19日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 34,000,000 34,000,000 非上場 ― 

計 34,000,000 34,000,000 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式総数は次のとおりです。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年９月30日 ― 34,000 ― 4,700 ― 5,121

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山二丁目１番１号 7,680,000 22.59

東京中小企業投資育成株式会社 東京都渋谷区渋谷三丁目29番22号 1,890,000 5.56

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,700,000 5.00

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦三丁目21番24号 1,700,000 5.00

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,700,000 5.00

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目27番２号 1,360,000 4.00

株式会社埼玉りそな銀行 
埼玉県さいたま市浦和区常盤七丁目４番
１号 

1,340,000 3.94

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 960,000 2.82

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地七丁目18番24号 920,000 2.71

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 890,000 2.62

計 ― 20,140,000 59.24

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,700,000株 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 平成17年６月17日開催の定時株主総会の特別決議により、単元株制度を導入しています。 

２ １単元は100株であります。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

非上場であり、気配相場もないため記載を省略しました。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(相互保有株式) 
普通株式 93,300

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

33,897,900 
338,979 ― 

単元未満株式 
普通株式 

8,800 
― ― 

発行済株式総数 34,000,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 338,979 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(相互保有株式) 
サン化学工業株式会社 

静岡県浜松市新都田 
四丁目４番６号 

70,000 ― 70,000 0.2

(相互保有株式) 
総和産業株式会社 

千葉県千葉市若葉区 
加曾利町839 

23,300 ― 23,300 0.1

計 ― 93,300 ― 93,300 0.3



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、監査法人トーマツ及び新榮監査法人により中間監査を受けています。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    7,156 4,358   9,580 

２ 受取手形及び 
売掛金 

   41,842 48,181   48,351 

３ たな卸資産    15,210 16,942   12,655 

４ その他    5,827 4,860   4,616 

５ 貸倒引当金    △159 △135   △169 

流動資産合計    69,877 58.0 74,206 56.4   75,034 59.4

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物及び 
構築物 

※２ 10,978   12,319 11,353   

(2) 機械装置 
及び運搬具 

  11,623   13,315 11,246   

(3) 工具器具 
及び備品 

  4,622   4,917 5,225   

(4) 土地 ※２ 6,386   7,049 6,363   

(5) その他   2,208   1,276 1,581   

有形固定資産合
計 

   35,819 29.7 38,879 29.5   35,770 28.3

２ 無形固定資産    426 0.4 519 0.4   511 0.4

３ 投資その他 
の資産 

         

(1) 投資有価 
証券 

  11,424   13,992 11,597   

(2) その他   3,317   4,338 3,997   

(3) 貸倒引当金   △436   △285 △526   

投資その他の資
産合計 

   14,305 11.9 18,045 13.7   15,068 11.9

固定資産合計    50,551 42.0 57,444 43.6   51,350 40.6

資産合計    120,428 100.0 131,650 100.0   126,384 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び 
買掛金 

  
 
37,388 38,770

  
41,171 

２ 短期借入金    6,211 5,568   3,588 

３ １年以内に 
返済すべき 
長期借入金 

  

 

210 ―

  

106 

４ １年以内償還 
予定社債 

※２ 

 

― 200

  

200 

５ 賞与引当金    1,295 1,351   1,314 

６ その他    7,870 8,721   9,446 

流動負債合計    52,976 44.0 54,612 41.5   55,827 44.1

Ⅱ 固定負債          

１ 社債 ※２  200 ―   ― 

２ 役員退職慰労 
引当金 

  
 

681 728
  

705 

３ 退職給付 
引当金 

  
 

1,071 1,190
  

1,142 

４ その他    3,995 5,039   3,950 

固定負債合計    5,948 4.9 6,959 5.3   5,798 4.6

負債合計    58,924 48.9 61,571 46.8   61,626 48.7

           

(少数株主持分)          

少数株主持分    2,714 2.3 3,735 2.8   3,128 2.5

           

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    4,700 3.9 4,700 3.5   4,700 3.7

Ⅱ 資本剰余金    5,121 4.3 5,121 3.9   5,121 4.1

Ⅲ 利益剰余金    45,290 37.6 50,809 38.6   48,756 38.6

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

  
 

5,680 4.7 7,213 5.5
  

5,778 4.6

Ⅴ 為替換算調整 
勘定 

  
 
△2,002 △1.7 △1,500 △1.1

  
△2,726 △2.2

資本合計    58,789 48.8 66,343 50.4   61,630 48.8

負債、少数株
主持分及び資
本合計 

  

 

120,428 100.0 131,650 100.0

  

126,384 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     141,965 100.0 163,282 100.0   309,759 100.0

Ⅱ 売上原価     130,524 91.9 150,095 91.9   283,798 91.6

  売上総利益     11,441 8.1 13,187 8.1   25,960 8.4

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

          

 １ 梱包運搬費   1,533   1,651 3,119   

 ２ 役員報酬   160   218 352   

 ３ 役員退職慰労 
   引当金繰入額 

  38   64 61   

 ４ 給与手当   2,912   3,313 6,119   

 ５ 減価償却費   282   414 680   

 ６ 試作研究費   271   372 578   

 ７ その他   2,366 7,565 5.3 2,788 8,823 5.4 4,918 15,830 5.1

   営業利益     3,875 2.8 4,363 2.7   10,129 3.3

Ⅳ 営業外収益           

 １ 受取利息   52   72 127   

 ２ 受取配当金   53   95 109   

 ３ 収入家賃   1   38 69   

 ４ 持分法による 
   投資利益 

  0   ― ―   

 ５ 金型使用料収入   54   ― ―   

 ６ 為替差益   138   23 ―   

 ７ その他   61 362 0.2 94 324 0.2 180 486 0.2

Ⅴ 営業外費用           

 １ 支払利息   68   94 185   

 ２ 持分法による 
   投資損失 

  ―   0 0   

 ３ 為替差損   ―   ― 18   

 ４ その他   23 92 0.1 43 138 0.1 11 215 0.1

   経常利益     4,146 2.9 4,549 2.8   10,400 3.4

            



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益           

 １ 前期損益修正益   ―   ― 1   

 ２ 固定資産売却益 ※１ 92   13 164   

 ３ 受取補償金   ―   ― 5   

 ４ 貸倒引当金戻入   ―   34 ―   

 ５ その他   3 96 0.1 0 48 0.0 18 189 0.0

Ⅶ 特別損失           

 １ 固定資産売却損 ※２ 18   2 7   

 ２ 固定資産除却損 ※３ 299   83 430   

 ３ 投資有価証券 
   評価損 

  ―   ― 0   

 ４ 固定資産 
   減損損失 

※４ 73   44 73   

 ５ その他   4 396 0.3 1 131 0.1 83 595 0.2

   税金等調整前 
   中間(当期) 
   純利益 

    3,845 2.7 4,466 2.7   9,994 3.2

   法人税、住民税 
   及び事業税 

  1,326   1,696 3,292   

   法人税等調整額   △198 1,128 0.8 △193 1,503 0.9 △465 2,827 0.9

   少数株主利益     758 0.5 724 0.4   1,535 0.5

   中間(当期) 
   純利益 

    1,958 1.4 2,238 1.4   5,632 1.8

            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     5,121 5,121   5,121

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
(期末)残高 

    5,121 5,121   5,121

(利益剰余金の部)       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     43,654 48,756   43,654

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１ 中間(当期)純利益   1,958 2,238 5,632 

２ 連結子会社増加に伴う 
  剰余金増加高 

  2 1,960 173 2,411 2 5,635

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１ 配当金   170 238 340 

２ 役員賞与   86 86 86 

(うち監査役賞与)   (11) (10) (11)

３ 連結子会社増加に伴う 
  剰余金減少高 

  30 ― 30 

４ 従業員奨励福利基金等   38 325 34 358 77 534

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
(期末)残高 

    45,290 50,809   48,756

        



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

    

１ 税金等調整前中間(当期) 
純利益 

 3,845 4,466 9,994

２ 減価償却費  3,122 3,787 6,935

３ 固定資産減損損失  73 44 73

４ 連結調整勘定償却  6 △0 14

５ 貸倒引当金の減少額  ― △279 ―

６ 賞与引当金の増減額 
(△は減少) 

 △36 36 △11

７ 退職給付引当金等の 
増加額 

 69 71 163

８ 受取利息及び受取配当金  △106 △167 △236

９ 支払利息  68 94 185

10 有形固定資産売却益  △92 △13 △164

11 有形固定資産除却損  318 80 437

12 投資有価証券評価損  ― ― 0

13 売上債権の増減額 
(△は増加） 

 △3,194 1,602 △10,214

14 たな卸資産の増加額  △4,110 △3,542 △1,614

15 仕入債務の増減額 
(△は減少） 

 3,145 △3,691 9,441

16 その他  △74 △83 290

小計  3,034 2,405 15,296

17 利息及び配当金の受取額  106 167 236

18 利息の支払額  △68 △94 △185

19 法人税等の支払額  △456 △2,814 △841

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,617 △335 14,505

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入による 
支出 

 △1,898 △246 △3,024

２ 定期預金の払戻による 
収入 

 144 2,682 288

３ 有形固定資産の取得による 
支出 

 △5,211 △5,380 △8,889

４ 有形固定資産の売却による 
収入 

 1,381 80 1,512

５ 投資有価証券の取得による 
支出 

 △10 △12 △19

６ 投資有価証券の売却による 
収入 

 ― ― 2

７ 貸付けによる支出  △346 △138 △454

８ 貸付金の回収による収入  96 287 244

９ 子会社出資金の取得による 
支出 

 ― △1,053 △789

10 その他  △182 △32 △287

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △6,025 △3,812 △11,417



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

    

１ 短期借入れによる収入  4,692 2,112 393

２ 短期借入金の返済による 
支出 

 △98 △457 △431

３ 長期借入金の返済による 
支出 

 △94 △112 △188

４ ファイナンス・リース 
債務の返済による支出 

  
  

△9 ― △12

５ 配当金の支払額  △170 △238 △340

６ 少数株主への配当金の 
支払額 

 △397 △485 △549

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 3,923 819 △1,128

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 69 211 68

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
(△は減少） 

 583 △3,116 2,027

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 3,811 6,119 3,811

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び 
現金同等物増加額 

 281 317 281

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 4,676 3,320 6,119

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社  20社 

(2) 主要な連結子会社名称 

  テイエス テック ホー

ルディング カンパニ

ー 

  テイエス テックトリ

ム フィリピンズ イン

コーポレーテッド 

  テイエス テック(タイ

ランド)カンパニーリ

ミテッド 

  テイエス テック ユー

ケーリミテッド 

  九州テイ・エス㈱ 

  広州提愛思汽車内飾系

統有限公司 

  テイエス テック サン

(インディア)リミテッ

ド 

  ㈱ホンダプリモ テ

イ・エス 

  ピーティー テイエス 

テック インドネシア 

  テイエス テック(ホン

コン)カンパニー リミ

テッド 

  なお、㈱ホンダプリモ

テイ・エス、ピーティー

テイエス テック イン

ドネシア及びテイエス

テック(ホンコン)カンパ

ニー リミテッドについ

ては、その重要性が増加

したため、当中間連結会

計期間より連結の範囲に

含めることとしました。 

(1) 連結子会社  22社 

(2) 主要な連結子会社名称 

  テイエス テック ホー

ルディング カンパニ

ー 

  テイエス テックトリ

ム フィリピンズ イン

コーポレーテッド 

  テイエス テック(タイ

ランド)カンパニーリ

ミテッド 

  テイエス テック ユー

ケーリミテッド 

  九州テイ・エス㈱ 

  広州提愛思汽車内飾系

統有限公司 

  テイエス テック サン

(インディア)リミテッ

ド 

  ㈱ホンダプリモ テ

イ・エス 

  ピーティー テイエス 

テック インドネシア 

  テイエス テック(ホン

コン)カンパニー リミ

テッド 

  テイエス テック ド 

ブラジル リミターダ 

  広州徳愛康紡績内飾製

品有限公司 

  なお、テイエス テッ

ク ド ブラジル リミタ

ーダ及び広州徳愛康紡績

内飾製品有限公司につい

ては、その重要性が増加

したため、当中間連結会

計期間より連結の範囲に

含めることとしました。 

(1) 連結子会社  20社 

(2) 主要な連結子会社名称 

  テイエス テック ホー

ルディング カンパニ

ー 

  テイエス テックトリ

ム フィリピンズ イン

コーポレーテッド 

  テイエス テック(タイ

ランド)カンパニーリ

ミテッド 

  テイエス テック ユー

ケーリミテッド 

  九州テイ・エス㈱ 

  広州提愛思汽車内飾系

統有限公司 

  テイエス テック サン

(インディア)リミテッ

ド 

  ㈱ホンダプリモ テ

イ・エス 

  ピーティー テイエス 

テック インドネシア 

  テイエス テック(ホン

コン)カンパニー リミ

テッド 

  なお、㈱ホンダプリモ

テイ・エス、ピーティー

テイエス テック イン

ドネシア及びテイエス

テック(ホンコン)カンパ

ニー リミテッドについ

ては、その重要性が増加

したため、当連結会計年

度より連結の範囲に含め

ることとしました。 

  (3) 主要な非連結子会社名

称 

  テイエス テック ド 

ブラジル リミターダ 

  サン化学工業㈱ 

(3) 主要な非連結子会社名

称 

  サン化学工業㈱ 

(3) 主要な非連結子会社名

称 

  テイエス テック ド 

ブラジル リミターダ 

  サン化学工業㈱ 

  (4) 連結の範囲から除いた

理由 

  非連結子会社とした７

社は、小規模であり、重

要性がないので連結の範

囲から除外しています。 

(4) 連結の範囲から除いた

理由 

  非連結子会社とした８

社は、小規模であり、重

要性がないので連結の範

囲から除外しています。 

(4) 連結の範囲から除いた

理由 

  非連結子会社とした９

社は、小規模であり、重

要性がないので連結の範

囲から除外しています。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法適用関連会社数 

  １社 

(1) 持分法適用関連会社数 

  １社 

(1) 持分法適用関連会社数 

  １社 

  (2) 持分法適用関連会社名 

  ラグナテイエスランド 

インコーポレーテッド 

(2) 持分法適用関連会社名 

同左 

(2) 持分法適用関連会社名 

同左 

  (3) 非連結子会社７社及び

関連会社４社に対する投

資については持分法を適

用せず原価法により評価

しています。 

(3) 非連結子会社８社及び

関連会社５社に対する投

資については持分法を適

用せず原価法により評価

しています。 

(3) 非連結子会社９社及び

関連会社４社に対する投

資については持分法を適

用せず原価法により評価

しています。 

  (4) 持分法を適用しない関

連会社名 

  テイエス・パピーホン

ダ㈱ 

  槇忠化成㈱ 

  ㈱テック東栄 

  総和産業㈱ 

(4) 持分法を適用しない関

連会社名 

  テイエス・パピーホン

ダ㈱ 

  槇忠化成㈱ 

  ㈱テック東栄 

  総和産業㈱ 

  広州広愛興汽車零部件

有限公司 

(4) 持分法を適用しない関

連会社名 

  テイエス・パピーホン

ダ㈱ 

  槇忠化成㈱ 

  ㈱テック東栄 

  総和産業㈱ 

  (5) 持分法を適用しない理

由 

  持分法を適用しない11

社については、おのおの

連結中間純損益及び連結

利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がな

いため持分法を適用して

いません。 

(5) 持分法を適用しない理

由 

  持分法を適用しない13

社については、おのおの

連結中間純損益及び連結

利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がな

いため持分法を適用して

いません。 

(5) 持分法を適用しない理

由 

  持分法を適用しない13

社については、おのおの

連結当期純損益及び連結

剰余金に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため

持分法を適用していませ

ん。 

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項 

 連結子会社のうち、テイ

エス テック トリム フ

ィリピンズ インコーポレ

ーテッド、テイエス テッ

ク フィリピンズ インコ

ーポレーテッド、テイエス

テック(タイランド)カンパ

ニー リミテッド、テイエ

ス テック ユーケー リ

ミテッド、広州提愛思汽車

内飾系統有限公司、ピーテ

ィー テイエス テック

インドネシア及びテイエス

テック(ホンコン)カンパニ

ー リミテッドの中間決算

日は６月30日です。 

 中間連結財務諸表の作成

にあたっては、同日現在の

中間財務諸表を使用してい

ます。なお、中間連結決算

日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要

な調整を行っています。 

 連結子会社のうち、テイ

エス テック トリム フ

ィリピンズ インコーポレ

ーテッド、テイエス テッ

ク フィリピンズ インコ

ーポレーテッド、テイエス

テック(タイランド)カンパ

ニー リミテッド、テイエ

ス テック ユーケー リ

ミテッド、広州提愛思汽車

内飾系統有限公司、ピーテ

ィー テイエス テック

インドネシア、テイエス

テック(ホンコン)カンパニ

ー リミテッド、テイエス 

テック ド ブラジル リミ

ターダ及び広州徳愛康紡績

内飾製品有限公司の中間決

算日は６月30日です。 

 中間連結財務諸表の作成

にあたっては、同日現在の

中間財務諸表を使用してい

ます。なお、中間連結決算

日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要

な調整を行っています。 

 連結子会社のうち、テイ

エス テック トリム フ

ィリピンズインコーポレー

テッド、テイエス テック

フィリピンズ インコーポ

レーテッド、テイエス テ

ック ユーケー リミテッ

ド、テイエス テック(タ

イランド)カンパニー リ

ミテッド、広州提愛思汽車

内飾系統有限公司、ピーテ

ィー テイエス テック イ

ンドネシア及びテイエス 

テック(ホンコン)カンパニ

ー リミテッドの決算日は

12月31日です。連結財務諸

表の作成にあたっては、同

日現在の財務諸表を使用し

ています。なお、連結決算

日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要

な調整を行っています。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 イ 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …中間決算末日の

市場価格等に基

づく時価法(評

価差額は、全部

資本直入法によ

り処理し、売却

原価は、移動平

均法により算

定) 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 イ 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 イ 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …決算末日の市場

価格等に基づく

時価法(評価差

額は、全部資本

直入法により処

理し売却原価

は、移動平均法

により算定) 

      時価のないもの 

    …移動平均法によ

る原価法 

    時価のないもの 

同左 

    時価のないもの 

同左 

   ロ たな卸資産 

   商品は個別法による

原価法により、原材

料、仕掛品及び製品は

先入先出法による原価

法(但し、一部につい

ては個別法による原価

法)により、貯蔵品は

最終仕入原価法による

原価法により評価して

います。 

 ロ たな卸資産 

同左 

 ロ たな卸資産 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 イ 有形固定資産 

   親会社及び国内子会

社は定率法、在外連結

子会社は見積耐用年数

に基づく定額法を採用

しています。 

   ただし、平成10年４

月１日以降に取得した

建物(建物附属設備は

除く)については、定

額法を採用していま

す。 

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりです。 

建物及び 
構築物 

３～50年

機械装置 
及び運搬具 

２～15年

工具器具 
及び備品 

２～20年

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 イ 有形固定資産 

   親会社及び国内子会

社は定率法、在外連結

子会社は見積耐用年数

に基づく定額法を採用

しています。 

   ただし、平成10年４

月１日以降に取得した

建物(建物附属設備は

除く)については、定

額法を採用していま

す。 

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりです。 

建物及び
構築物 

２～50年

機械装置
及び運搬具

２～15年

工具器具
及び備品 

２～20年

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 イ 有形固定資産 

   親会社及び国内子会

社は定率法、在外連結

子会社は見積耐用年数

に基づく定額法を採用

しています。 

   ただし、平成10年４

月１日以降に取得した

建物(建物附属設備は

除く)については、定

額法を採用していま

す。 

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりです。 

建物及び 
構築物 

３～50年

機械装置 
及び運搬具 

２～15年

工具器具 
及び備品 

２～20年

   ロ 無形固定資産 

   親会社及び国内子会

社は定額法(５～20

年)、在外連結子会社

は見積耐用年数に基づ

く定額法を採用してい

ます。 

 ロ 無形固定資産 

同左 

 ロ 無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

 イ 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してい

ます。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 イ 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 イ 貸倒引当金 

同左 

   ロ 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給

に備えるため、支給見

込額に基づき計上して

います。 

   なお、在外連結子会

社は賞与引当金の計上

はしていません。 

 ロ 賞与引当金 

同左 

 ロ 賞与引当金 

同左 

   ハ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内

規に基づく中間期末要

支給額の100％を計上

しています。 

 ハ 役員退職慰労引当金 

同左 

 ハ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内

規に基づく期末要支給

額の100％を計上して

います。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   ニ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき当中

間連結会計期間末にお

いて発生していると認

められる額を計上して

います。 

   会計基準変更時差異

については、５年によ

る按分額を費用処理し

ています。 

   過去勤務債務につい

ては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数

(17年)による按分額を

費用処理することとし

ています。 

   数理計算上の差異に

ついては、その発生時

の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年

数(17年)による按分額

をそれぞれ発生の翌連

結会計年度より費用処

理しています。 

   連結子会社の一部

は、退職金規定に基づ

く中間期末要支給額を

計上しています。 

 ニ 退職給付引当金 

同左 

 ニ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上

しています。 

   会計基準変更時差異

については、５年によ

る按分額を費用処理し

ています。 

   過去勤務債務につい

ては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数

(17年)による按分額を

費用処理することとし

ています。 

   数理計算上の差異に

ついては、その発生時

の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年

数(17年)による按分額

を翌連結会計年度より

費用処理することとし

ています。 

   連結子会社の一部

は、退職金規定に基づ

く期末要支給額を計上

しています。 

  (4) 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっています。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  (5) 重要なヘッジ会計の方

法 

 (イ)ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によ

っています。また、為

替予約が付されている

外貨建金銭債権債務に

ついては振当処理を行

っています。 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

 (イ)ヘッジ会計の方法 

同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

 (イ)ヘッジ会計の方法 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   (ロ)ヘッジ手段とヘッジ

対象 

   ヘッジ手段 

    デリバティブ取引

(為替予約取引) 

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ

対象 

   ヘッジ手段 

同左 

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ

対象 

   ヘッジ手段 

同左 

     ヘッジ対象 

    為替変動等による

損失の可能性があ

り、相場変動等が

評価に反映されて

いないもの及びキ

ャッシュ・フロー

が固定され、その

変動が回避される

もの。 

   ヘッジ対象 

同左 

   ヘッジ対象 

同左 

   (ハ)ヘッジ方針 

   為替リスクを回避す

る目的で、金銭債権債

務の回収及び支払の一

部についてキャッシ

ュ・フローを固定化し

ています。 

 (ハ)ヘッジ方針 

同左 

 (ハ)ヘッジ方針 

同左 

   (ニ)ヘッジの有効性評価

の方法 

   ヘッジ対象のキャッ

シュ・フロー変動の累

計とヘッジ手段のキャ

ッシュ・フロー変動の

累計を比較し、両方の

変動額を基礎に判定し

ています。 

 (ニ)ヘッジの有効性評価

の方法 

同左 

 (ニ)ヘッジの有効性評価

の方法 

同左 

  (6) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

  消費税等の会計処理は

税抜方式を採用していま

す。 

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

同左 

(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

 手許現金、要求払預金及

び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資としてい

ます。 

同左 同左 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10月

31日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しています。 

 これにより税金等調整前中間純利

益が73百万円減少しています。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除しています。 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 親会社及び国内連結子会社におい

ては、当連結会計年度から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10月

31日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しています。 

 これにより税金等調整前当期純利

益が73百万円減少しています。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき当該各資産の金額から直接控除

しています。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

――――― (中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

１ 前中間連結会計期間まで営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示していた「貸倒

引当金の増減額」は、重要性が増したため、当中間連

結会計期間より区分掲記しています。 

  なお、前中間連結会計期間の「貸倒引当金の増加

額」は90百万円です。 

２ 前中間連結会計期間まで投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示していた「子会

社出資金の取得による支出」は、重要性が増したた

め、当中間連結会計期間より区分掲記しています。 

  なお、前中間連結会計期間の「子会社出資金の取得

による支出」は△70百万円です。 



追加情報 

  

  

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 平成16年８月24日開催の取締役

会の決議に基づき、下記の子会社

に当グループが100％の1,000千米

ドルを追加出資する予定です。 

――――― ――――― 

 ① 出資予定会社の概況 

  ・商号    広州徳愛康紡績

内飾製品有限公

司 

  ・住所    中国広州経済開

発区 

  ・資本金   3,300千米ドル

(予定) 

  ・事業の内容 四輪車用シート

表皮の裁断・縫

製 

    

 ② 追加出資の目的 

   受注増に伴う設備投資資金に

充当することを目的としていま

す。 

    



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産から直接控除し

た減価償却累計額は、53,656百

万円です。 

※１ 有形固定資産から直接控除し

た減価償却累計額は、59,545百

万円です。 

※１ 有形固定資産から直接控除し

た減価償却累計額は、55,379百

万円です。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供されている資産は次

のとおりです。 

  担保付債務は次のとおりです。 

土地 107百万円

建物及び 
構築物 

95百万円

社債 200百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供されている資産は次

のとおりです。 

  担保付債務は次のとおりです。 

土地 107百万円

建物及び
構築物 

92百万円

１年以内償還
予定社債 

200百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供されている資産は次

のとおりです。 

  担保付債務は次のとおりです。 

土地 107百万円

建物及び
構築物 

92百万円

１年以内償還 
予定社債 

200百万円

 ３ 保証債務 

被保証者 保証金額 
(百万円) 

被保証債務
の内容 

サン化学工業㈱ 467 金融機関か
らの借入金 

従業員 1,090 

テイ・エス
テック「社
員住宅ロー
ン」制度に
よる金融機
関からの借
入金 

天津提愛思塑料
製品有限公司 40 金融機関か

らの借入金 

重慶提愛思塑料
製品有限公司 57 金融機関か

らの借入金 

㈱テイエス・コ
ーポレーション 27 金融機関か

らの借入金 
広州徳愛康紡績
内飾製品有限公
司 

79 金融機関か
らの借入金 

 ３ 保証債務 

被保証者 保証金額
(百万円)

被保証債務
の内容 

従業員 606

テイ・エス
テック「社
員住宅ロー
ン」制度に
よる金融機
関からの借
入金 

天津提愛思塑料
製品有限公司 40

金融機関か
らの借入金 

重慶提愛思塑料
製品有限公司 46

金融機関か
らの借入金 

 ３ 保証債務 

  

被保証者
保証金額 
(百万円) 

被保証債務 
の内容 

サン化学工業㈱ 455 金融機関か
らの借入金 

従業員 744 

テイ・エス 
テック「社
員住宅ロー
ン」制度に
よる金融機
関からの借
入金 

天津提愛思塑料
製品有限公司 40 金融機関か

らの借入金 

㈱テイエス・コ
ーポレーション

21 金融機関か
らの借入金 

重慶提愛思塑料
製品有限公司 55 金融機関か

らの借入金 

   ４ 受取手形裏書
   譲渡高 

16百万円   



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 固定資産売却益の内訳 

機械装置 
及び運搬具 

73百万円

工具器具 
及び備品 

2百万円

土地 15百万円

計 92百万円

※１ 固定資産売却益の内訳 

建物及び
構築物 

2百万円

機械装置
及び運搬具 

11百万円

土地 0百万円

計 13百万円

※１ 固定資産売却益の主なもの

は、次のとおりです。 

機械装置
及び運搬具 

60百万円

工具器具
及び備品 

32百万円

土地 70百万円

※２ 固定資産売却損の内訳 

建物及び 
構築物 

11百万円

機械装置 
及び運搬具 

5百万円

工具器具 
及び備品 

1百万円

計 18百万円

※２ 固定資産売却損の内訳 

機械装置
及び運搬具 

2百万円

工具器具
及び備品 

0百万円

計 2百万円

――――― 

※３ 固定資産除却損の内訳 

建物及び 
構築物 

100百万円

機械装置 
及び運搬具 

178百万円

工具器具 
及び備品 

20百万円

計 299百万円

※３ 固定資産除却損の内訳 

建物及び
構築物 

47百万円

機械装置
及び運搬具 

27百万円

工具器具
及び備品 

7百万円

計 83百万円

※３ 固定資産除却損の主なもの

は、次のとおりです。 

建物及び
構築物 

124百万円

機械装置
及び運搬具 

232百万円

工具器具
及び備品 

72百万円

※４ 固定資産減損損失 

   当グループは以下の資産グル

ープについて減損損失を計上し

ました。 

   当グループは、製品カテゴリ

ーを資産グルーピングの基礎と

し、資産を事業用資産、共用資

産及び遊休資産にグルーピング

しています。 

   事業用資産及び共用資産につ

いては、減損の兆候はありませ

んでしたが、遊休資産のうち使

用見込がなく、売却が困難であ

る土地については、帳簿価額を

備忘価額まで減額し、当該減少

額を固定資産減損損失73百万円

として特別損失に計上していま

す。 

場所 用途 種類 

埼玉県 
入間郡他 

遊休地 土地 

※４ 固定資産減損損失 

   当グループは以下の資産につ

いて減損損失を計上しました。 

   当グループは、製品カテゴリ

ーを資産グルーピングの基礎と

し、資産を事業用資産、共用資

産及び遊休資産にグルーピング

しています。 

   工場建物を賃貸用建物に転用

することを決定した結果、収益

性の低下が認められたことから

帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を固定資産減

損損失44百万円として特別損失

に計上しています。 

   なお、当該資産の回収可能価

額は使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを

11.4％で割り引いて算定してい

ます。 

場所 用途 種類

フィリピン
ラグナ州 

工場建物 建物

※４ 固定資産減損損失 

   当グループは以下の資産グル

ープについて減損損失を計上し

ました。 

   当グループは、製品カテゴリ

ーを資産グルーピングの基礎と

し、資産を事業用資産、共用資

産及び遊休資産にグルーピング

しています。 

   事業用資産及び共用資産につ

いては、減損の兆候はありませ

んでしたが、遊休資産のうち使

用見込みがなく、売却が困難で

ある土地については帳簿価額を

備忘価額まで減額し、当該減少

額を固定資産減損損失73百万円

として特別損失に計上していま

す。 

場所 用途 種類 

埼玉県
入間郡他 

遊休地 土地 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成16年９月30日) 

現金及び預金 
勘定 

7,156百万円

預入期間が３ 
か月を超える 
定期預金 

△2,480百万円

現金及び現金 
同等物 

4,676百万円

  

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日) 

現金及び預金
勘定 

4,358百万円

預入期間が３
か月を超える 
定期預金 

△1,037百万円

現金及び現金
同等物 

3,320百万円

  

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成17年３月31日) 

現金及び預金
勘定 

9,580百万円

預入期間が３
か月を超える 
定期預金 

△3,460百万円

現金及び現金
同等物 

6,119百万円

 



(リース取引関係) 

  

  

  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  

機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円) 

  

その他 
(工具器
具備品) 
(百万円) 

  

  
合計 

(百万円)

取得価額 
相当額 751  2,490 3,241

減価償却 
累計額 
相当額 

472  1,116  1,588

中間期末 
残高相当 
額 

279  1,373  1,652

       

  

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

その他
(工具器
具備品)
(百万円)

合計 

(百万円)

取得価額 
相当額 687 1,747 2,434

減価償却 
累計額 
相当額 

393 1,029 1,423

中間期末 
残高相当 
額 

294 717 1,011

  

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

その他 
(工具器
具備品) 
(百万円) 

  

  
合計 

(百万円) 

取得価額
相当額 834 2,156  2,990

減価償却
累計額 
相当額 

480 1,099  1,580

期末残高
相当額 353 1,056  1,410

   
 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 1,012百万円

１年超 672百万円

合計 1,685百万円

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 723百万円

１年超 330百万円

合計 1,054百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 933百万円

１年超 496百万円

合計 1,429百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 553百万円

減価償却費相当額 528百万円

支払利息相当額 23百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 526百万円

減価償却費相当額 508百万円

支払利息相当額 17百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 1,093百万円

減価償却費
相当額 

1,045百万円

支払利息相当額 43百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っています。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっていま

す。 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年以内 214百万円

１年超 677百万円

合計 892百万円

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年以内 369百万円

１年超 1,085百万円

合計 1,455百万円

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年以内 294百万円

１年超 745百万円

合計 1,039百万円



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末) 

１ 時価のある有価証券 
  

  

２ 時価のない有価証券 
  

  

(当中間連結会計期間末) 

１ 時価のある有価証券 
  

  

２ 時価のない有価証券 
  

区分 
前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

  その他有価証券 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

① 株式 1,522 10,979 9,456

② その他 72 70 △1

計 1,594 11,049 9,454

区分 
前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

  非上場株式 
(店頭売買株式を除く) 

341

計 341

(2) その他有価証券 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

  非上場株式 
(店頭売買株式を除く) 

32

計 32

区分 
当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

  その他有価証券 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

① 株式 1,544 13,529 11,984

② その他 72 88 15

計 1,616 13,617 12,000

区分 
当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

  非上場株式 341

計 341

(2) その他有価証券 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

  非上場株式 33

計 33



(前連結会計年度末) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価のない有価証券 

  

  

区分 
前連結会計年度末
(平成17年３月31日) 

  その他有価証券 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

① 株式 1,532 11,147 9,615

② 債券 ― ― ―

③ その他 72 75 3

合計 1,604 11,223 9,618

区分 
前連結会計年度末
(平成17年３月31日) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

  非上場株式 341

計 341

(2) その他有価証券 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

  非上場株式 32

計 32



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至

平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

為替予約取引については、中間連結貸借対照表及び連結貸借対照表上の売掛金に振り当てられているため、開示の

対象から除いています。 

また、上記以外のデリバティブ取引は行っていません。 

  

前へ     



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平

成17年９月30日)及び前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

当社及び連結子会社は、四輪車用シート及び四輪車用内装品、二輪車用シート及び二輪車用附属用品等の製造及び

四輪車の販売を行っています。 

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める四輪事業分野の割合がいずれも90％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しています。 

  



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ………………… アメリカ・カナダ 

(2) その他の地域 ……… タイ・フィリピン・中国・インド・イギリス・インドネシア・香港 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用(1,491百万円)の主なものは、親会社の本社管理部

門にかかる費用です。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ………………… アメリカ・カナダ 

(2) その他の地域 ……… タイ・フィリピン・中国・インド・イギリス・インドネシア・香港・ブラジル 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用(1,556百万円)の主なものは、親会社の本社管理部

門にかかる費用です。 

  

  日本

(百万円)   

北米 

(百万円) 

その他の
地域 
(百万円) 

計

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

  
連結 

(百万円) 

売上高   
  

  
  

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

70,587 
  

48,963 22,413 141,965 ― 
  

141,965

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

6,309 
  

13 304 6,628 (6,628)
  

―

計 76,897 
  

48,977 22,718 148,594 (6,628)
  

141,965

営業費用 73,596 
  

49,386 20,461 143,444 (5,355)
  

138,089

営業利益又は営業損失(△) 3,301 
  

△409 2,257 5,149 (1,273)
  

3,875

          

  日本

(百万円)   

北米 

(百万円) 

その他の
地域 
(百万円) 

計

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

  
連結 

(百万円) 

売上高   
  

  
  

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

66,255 
  

71,851 25,175 163,282 ― 
  

163,282

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

6,882 
  

40 156 7,079 (7,079)
  

―

計 73,137 
  

71,891 25,331 170,361 (7,079)
  

163,282

営業費用 70,709 
  

70,991 22,826 164,527 (5,608)
  

158,918

営業利益 2,427 
  

900 2,505 5,834 (1,470)
  

4,363

          



前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ………………… アメリカ・カナダ 

(2) その他の地域 ……… タイ・フィリピン・中国・インド・イギリス・インドネシア・香港 

３ 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用(3,290百万円)の主なものは、親会社の本社管理部

門にかかる費用です。 

  

  日本

(百万円)   

北米 

(百万円) 

その他の
地域 
(百万円) 

計

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

  
連結 

(百万円) 

売上高   
  

  
  

 

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

149,855 
  

116,188 43,715 309,759 ― 
  

309,759

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

13,262 
  

625 595 14,483 (14,483)
  

―

計 163,118 
  

116,814 44,310 324,242 (14,483)
  

309,759

営業費用 155,822 
  

115,861 39,258 310,942 (11,313)
  

299,629

営業利益 7,296 
  

952 5,051 13,300 (3,170)
  

10,129

           



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ………………… アメリカ・カナダ 

(2) その他の地域 ……… タイ・フィリピン・中国・インド・イギリス・インドネシア・香港 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ………………… アメリカ・カナダ 

(2) その他の地域 ……… タイ・フィリピン・中国・インド・イギリス・インドネシア・香港・ブラジル 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地域的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ………………… アメリカ・カナダ 

(2) その他の地域 ……… タイ・フィリピン・中国・インド・イギリス・インドネシア・香港 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

  

  北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 48,963 22,572 71,536 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― 141,965 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 34.5 15.9 50.4 

  北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 71,851 25,323 97,174 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― 163,282 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 44.0 15.5 59.5 

  北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 116,188 44,153 160,341 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― 309,759 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 37.5 14.3 51.8 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,729円11銭 １株当たり純資産額 1,951円29銭 １株当たり純資産額 1,810円12銭

１株当たり中間純利益 57円61銭 １株当たり中間純利益 65円83銭 １株当たり当期純利益 163円13銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため記載していません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため記載していません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間連結損益計算書上の中
間(当期)純利益(百万円) 

1,958 2,238 5,632

普通株式に係る中間(当期)
純利益(百万円) 

1,958 2,238 5,546

普通株主に帰属しない金額
(百万円) 
 利益処分による役員賞与
金 

― ― 86 

普通株式の期中平均株式数
(千株) 

34,000 34,000 34,000



(重要な後発事象) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 平成16年９月15日開催の取締役

会の決議に基づき、下記の子会社

を新たに設立し、平成16年10月12

日に当グループが100％を出資し

ました。 

１ 平成17年８月24日開催の取締役

会の決議に基づき、下記の子会社

に平成17年10月７日に当グループ

が100％を追加出資しました。 

① 出資会社の概況 

  平成17年１月21日開催の取締役

会の決議に基づき、下記の子会社

を新たに設立し、当社が60％を出

資しました。 

① 設立会社の概況 

① 設立した会社の概況 

1)・商号    寧波保税区提愛

思泉盟汽車内飾

有限公司 

 ・住所    中国浙江省 

 ・設立年月日 平成16年９月21

日 

 ・資本金   2,000千米ドル 

 ・事業の内容 四輪車用シート

表皮の裁断・縫

製 

 ・出資金額  2,000千米ドル 

1)・商号    寧波保税区提愛

思泉盟汽車内飾

有限公司 

 ・住所    中国浙江省 

 ・資本金   5,000千米ドル 

 ・事業の内容 四輪車用シート

表皮の裁断・縫

製 

 ・出資金額  2,500千米ドル 

2)・商号    寧波出口加工区

提愛思泉盟汽車

内飾有限公司 

 ・商号    武漢提愛思全興

汽車零部件有限

公司 

 ・住所    中国湖北省 

 ・設立年月日 平成17年４月27

日 

 ・資本金   5,000千米ドル 

 ・事業の内容 四輪車シート及

びドアライニン

グの製造 

 ・出資金額  3,000千米ドル 

② 設立の目的 

2)・商号    寧波出口加工区

提愛思泉盟汽車

内飾有限公司 

 ・住所    中国浙江省 

 ・設立年月日 平成16年９月21

日 

 ・資本金   750千米ドル 

 ・事業の内容 四輪車用シート

表皮の裁断・縫

製 

 ・出資金額  750千米ドル 

 ・住所    中国浙江省 

 ・資本金   5,000千米ドル 

 ・事業の内容 四輪車用シート

表皮の裁断・縫

製 

 ・出資金額  1,250千米ドル 

② 追加出資の目的 

  設備投資資金に充当すること

を目的としています。 

  得意先の武漢市進出に伴う、

当社のシート及び内装部品の供

給を目的としています。 

② 設立の目的 

  中国国内における新拠点への

縫製品の供給及びグローバル調

達を目的としています。 

  

  

  

  

  ２ 平成17年９月29日開催の取締役

会の決議に基づき、下記の子会社

を新たに設立し、平成17年10月31

日に当グループが100％を出資し

ました。 

  

  ① 設立した会社の概況 

 ・商号    トライモールド

リミテッド ラ

イアビリティ

カンパニー 

 ・住所    アメリカ オハ

イオ州 

 ・資本金   3,000千米ドル 

 ・事業の内容 樹脂成形部品の

製造 

 ・出資金額  3,000千米ドル 

  

  ② 設立の目的 

  樹脂成形部品の競争力強化を

目的としています。 

  



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ３ 平成17年10月25日開催の取締役

会の決議に基づき、平成17年12月

12日に下記子会社出資金の一部を

広州汽車集団零部件有限公司に売

却する事で合意しました。なお、

譲渡金額の総額は12,795千元であ

り、本件の譲渡により当グループ

の持分比率は100％から52％とな

ります。 

  

  ① 子会社の概況 

 ・商号    広州徳愛康紡績

内飾製品有限公

司 

 ・住所    中国広東省 

 ・資本金   3,300千米ドル 

 ・事業の内容 四輪車用シート

表皮の裁断・縫

製 

 ・取引の内容 該当する事項は

ありません 

  

  ② 売却の目的 

  中国広州地区における広州汽

車集団零部件有限公司との関係

を強化し、縫製事業の更なる競

争力向上を目的としています。 

  



(2) 【その他】 

該当する事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   4,970   3,245 7,087   

２ 受取手形   120   314 109   

３ 売掛金   25,529   22,299 27,082   

４ たな卸資産   2,419   2,816 2,508   

５ その他 ※２ 3,662   3,556 3,497   

６ 貸倒引当金   △106   △69 △122   

流動資産合計    36,595 49.2 32,162 42.3   40,162 50.9

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物   4,397   4,569 4,418   

(2) 機械及び 
装置 

  3,995   4,058 4,074   

(3) 土地   4,618   5,227 4,608   

(4) その他   1,917   2,272 2,182   

有形固定資産
合計 

  14,928   20.1 16,127 21.2 15,283   19.4

２ 無形固定資産   306   0.4 398 0.5 403   0.5

３ 投資その他の 
資産 

         

(1) 関係会社 
株式 

  18,565   21,340 18,627   

(2) その他   4,268   6,194 4,774   

(3) 貸倒引当金   △288   △153 △336   

投資その他の
資産合計 

  22,545   30.3 27,381 36.0 23,065   29.2

固定資産合計    37,781 50.8 43,907 57.7   38,753 49.1

資産合計    74,376 100.0 76,069 100.0   78,916 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   1,510   1,348 1,598   

２ 買掛金   18,733   16,529 20,152   

３ 未払法人税等   772   461 1,301   

４ 賞与引当金   1,115   1,203 1,176   

５ その他 ※２ 3,233   2,358 4,054   

流動負債合計    25,365 34.1 21,902 28.8   28,283 35.8

Ⅱ 固定負債          

１ 役員退職慰労 
引当金 

  648   690 669   

２ 退職給付 
引当金 

  983   1,093 1,049   

３ その他   2,836   3,756 2,852   

固定負債合計    4,468 6.0 5,540 7.3   4,571 5.8

負債合計    29,834 40.1 27,443 36.1   32,854 41.6

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    4,700 6.3 4,700 6.2   4,700 6.0

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   5,121   5,121 5,121   

資本剰余金合計    5,121 6.9 5,121 6.7   5,121 6.5

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   763   763 763   

２ 任意積立金   21,950   22,950 21,950   

３ 中間(当期) 
未処分利益 

  6,326   7,877 7,747   

利益剰余金合計    29,040 39.1 31,591 41.5   30,461 38.6

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

   5,680 7.6 7,213 9.5   5,778 7.3

資本合計    44,542 59.9 48,626 63.9   46,061 58.4

負債資本合計    74,376 100.0 76,069 100.0   78,916 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     72,214 100.0 67,995 100.0   153,470 100.0

Ⅱ 売上原価     67,344 93.3 63,533 93.4   143,072 93.2

   売上総利益     4,870 6.7 4,462 6.6   10,398 6.8

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

    3,199 4.4 3,516 5.2   6,959 4.5

   営業利益     1,670 2.3 945 1.4   3,438 2.3

Ⅳ 営業外収益 ※１   712 1.0 1,234 1.8   1,244 0.8

Ⅴ 営業外費用     5 0.0 3 0.0   6 0.0

   経常利益     2,377 3.3 2,176 3.2   4,676 3.1

Ⅵ 特別利益     15 0.0 59 0.1   77 0.0

Ⅶ 特別損失 ※2,4   301 0.4 85 0.1   422 0.3

   税引前中間 
   (当期)純利益 

    2,091 2.9 2,150 3.2   4,331 2.8

   法人税、住民税 
   及び事業税 

  848   701 1,598   

   法人税等調整額   △203 644 0.9 1 702 1.1 △303 1,294 0.8

   中間(当期) 
   純利益 

    1,446 2.0 1,447 2.1   3,037 2.0

   前期繰越利益     4,879 6,430   4,879 

   中間配当額     ― ―   170 

   中間(当期) 
   未処分利益 

    6,326 7,877   7,747 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

  時価のないもの 

  ……移動平均法による

原価法 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

  時価のないもの 

  ……同左 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

  時価のないもの 

  ……同左 

    その他有価証券 

  時価のあるもの 

  ……中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は、全部資本直入

法により処理し、

売却原価は、移動

平均法により算

定) 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

  ……同左 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

  ……決算末日の市場価

格等に基づく時価

法(評価差額は全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定) 

    時価のないもの 

  ……移動平均法による

原価法 

  時価のないもの 

  ……同左 

  時価のないもの 

  ……同左 

  (2) たな卸資産 

  原材料・仕掛品・製品 

  ……先入先出法による

原価法 

    但し、一部につい

ては、個別法によ

る原価法 

(2) たな卸資産 

  原材料・仕掛品・製品 

  ……同左 

(2) たな卸資産 

  原材料・仕掛品・製品 

  ……同左 

    貯蔵品 

  ……最終仕入原価法に

よる原価法 

  貯蔵品 

  ……同左 

  貯蔵品 

  ……同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法を採用していま

す。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建

物(建物附属設備は除く)

については、定額法を採

用しています。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりです。 

建物 ３～50年

機械及び 
装置 

２～15年

その他 ２～50年

(1) 有形固定資産 

  定率法を採用していま

す。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建

物(建物附属設備は除く)

については、定額法を採

用しています。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりです。 

建物 ２～50年

機械及び
装置 

２～15年

その他 ２～50年

(1) 有形固定資産 

  定率法を採用していま

す。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建

物(建物附属設備は除く)

については、定額法を採

用しています。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりです。 

建物 ３～50年

機械及び 
装置 

２～15年

その他 ２～50年

  (2) 無形固定資産 

  定額法(５～20年)を採

用しています。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  定額法(４～15年)を採

用しています。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しています。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に

備えるため、支給見込額

に基づき計上していま

す。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

給に備えるために、内規

に基づく中間期末要支給

額の100％を計上してい

ます。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

(3) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

給に備えるために、内規

に基づく期末要支給額の

100％を計上していま

す。 

  (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき当

中間会計期間末において

発生していると認められ

る額を計上しています。 

  会計基準変更時差異に

ついては、５年による按

分額を費用処理していま

す。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき当

会計年度末において発生

していると認められる額

を計上しています。 

  会計基準変更時差異に

ついては、５年による按

分額を費用処理していま

す。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

    過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(17年)によ

る按分額を費用処理する

こととしています。 

  数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(17年)

による按分額をそれぞれ

発生の翌期より費用処理

しています。 

    過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(17年)によ

る按分額を費用処理する

こととしています。 

  数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(17年)

による按分額をそれぞれ

発生の翌期より費用処理

しています。 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

います。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっ

ています。また、為替予

約が付されている外貨建

金銭債権債務については

振当処理を行っていま

す。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  ヘッジ手段 

   デリバティブ取引

(為替予約取引) 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  ヘッジ手段 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  ヘッジ手段 

同左 

    ヘッジ対象 

   為替変動等による損

失の可能性があり、

相場変動等が評価に

反映されていないも

の及びキャッシュ・

フローが固定され、

その変動が回避され

るもの。 

  ヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ対象 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (3) ヘッジ方針 

  為替リスクを回避する

目的で、金銭債権債務の

回収及び支払の一部につ

いてキャッシュ・フロー

を固定化しています。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジの有効性評価の

方法 

  ヘッジ対象のキャッシ

ュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシ

ュ・フロー変動の累計を

比較し、両方の変動額を

基礎に判定しています。 

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

同左 

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

同左 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

を採用しています。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しています。 

これにより税引前中間純利益が73

百万円減少しています。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しています。 

―――――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用しています。 

これにより税引前当期純利益が73

百万円減少しています。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ています。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 平成16年８月24日開催の取締役

会の決議に基づき、下記の子会社

に当社が100％の1,000千米ドルを

追加出資する予定です。 

① 出資予定会社の概況 

・商号    広州徳愛康紡績

内飾製品有限公

司 

・住所    中国広州経済開

発区 

・資本金   3,300千米ドル

(予定) 

・事業の内容 四輪車用シート

表皮の裁断・縫

製 

② 追加出資の目的 

   受注増に伴う設備投資資金に

充当することを目的としていま

す。 

１ 平成17年９月29日開催の取締役

会の決議に基づき4,000千英ポン

ドを下記の子会社に当社が100％

追加出資する予定です。 

① 出資会社の概要 

・商号    テイエス テッ

ク  ユーケー

リミテッド 

・住所    英国 ウィルシ

ャー 

・資本金   12,000千英ポン

ド(予定) 

・事業の内容 四輪車用シート

製造 

② 追加出資の目的 

   新機種受注に伴う設備投資資

金に充当することを目的として

います。 

―――――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の 

減価償却累計額 
23,552百万円

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額
24,815百万円

※１ 有形固定資産の 

減価償却累計額 
24,009百万円

※２ 消費税等の取扱い 

   「仮払消費税等」及び「仮受

消費税等」は相殺し、流動負

債の「その他」に含めて表示

しています。 

※２ 消費税等の取扱い 

   「仮払消費税等」及び「仮受

消費税等」は相殺し、流動資

産の「その他」に含めて表示

しています。 

※２    ――――― 

 ３ 偶発債務 

   保証債務 

 (注) 上記に含まれる外貨建て保

証債務は、０百万印ルピ

ー、３百万ポンド及び６百

万元です。 

被保証者 保証金額 
(百万円) 

被保証債務
の内容 

関係会社     

テイエステッ
ク サン 
(インディア)リ
ミテッド 

(注)  0 
金融機関か
らの借入金
等 

テイエステッ
ク  ユーケー 
リミテッド 

(注) 749 〃 

広州徳愛康紡
績内飾製品有
限公司 

(注) 79 〃 

サン化学工業㈱ 467 〃 

従業員 1,090 

テイ・エス
テック「社
員住宅ロー
ン」制度に
よる金融機
関からの借
入金 

 ３ 偶発債務 

   保証債務 

被保証者 保証金額
(百万円)

被保証債務
の内容 

従業員 606

テイ・エス
テック「社
員住宅ロー
ン」制度に
よる金融機
関からの借
入金 

 ３ 偶発債務 

   保証債務 

 (注) 上記に含まれる外貨建て保

証債務は、４百万ポンドで

す。 

被保証者
保証金額 
(百万円) 

被保証債務 
の内容 

関係会社     

テイエステッ
ク  ユーケー 
リミテッド 

(注) 929 
金融機関か
らの借入金
等 

サン化学工業㈱ 455 〃 

従業員 744 

テイ・エス
テック「社
員住宅ロー
ン」制度に
よる金融機
関からの借
入金 



(中間損益計算書関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

為替差益 205百万円

受取配当金 412百万円

収入家賃 65百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

為替差益 135百万円

受取配当金 1,002百万円

収入家賃 69百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

為替差益 217百万円

受取配当金 833百万円

収入家賃 130百万円

※２ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 217百万円

固定資産減損 
損失 

73百万円

※２ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 81百万円

※２ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 326百万円

固定資産減損 
損失 

73百万円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 959百万円

無形固定資産 40百万円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,081百万円

無形固定資産 59百万円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,133百万円

無形固定資産 140百万円

 ４ 固定資産減損損失 

   当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しまし

た。 

   当社は、製品カテゴリーを資

産グルーピングの基礎とし、

資産を事業用資産、共用資産

及び遊休資産にグルーピング

しています。 

   事業用資産及び共用資産につ

いては、減損の兆候はありま

せんでしたが、遊休資産のう

ち使用見込がなく、売却が困

難である土地については、帳

簿価額を備忘価額まで減額

し、当該減少額を固定資産減

損損失73百万円として特別損

失に計上しています。 

場所 用途 種類 

埼玉県 
入間郡他 

遊休地 土地 

※４    ――――― ※４ 固定資産減損損失 

   当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しまし

た。 

   当社は、製品カテゴリーを資

産グルーピングの基礎とし、

資産を事業用資産、共用資産

及び遊休資産にグルーピング

しています。 

   事業用資産及び共用資産につ

いては、減損の兆候はありま

せんでしたが、遊休資産のう

ち使用見込がなく、売却が困

難である土地については、帳

簿価額を備忘価額まで減額

し、当該減少額を固定資産減

損損失73百万円として特別損

失に計上しています。 

場所 用途 種類 

埼玉県
入間郡他 

遊休地 土地 



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  

  
機械及び 
装置 

(百万円) 

  

その他 
(工具器 
具備品) 
(百万円) 

  

  
合計 
  

(百万円)

取得価額 
相当額 434  2,288  2,723

減価償却 
累計額 
相当額 

300  1,062  1,363

中間 
期末残高 
相当額 

133  1,225  1,359

  

  
機械及 
び装置 
  
(百万
円) 

  車輌 
及び 
運搬具
(百万
円) 

工具器
具及び
備品 
(百万円)

    
合計 
  

(百万円)

取得 
価額 
相当額 

232 3 1,566 1,803

減価 
償却 
累計額 
相当額 

151 0 917 1,068

中間期 
末残高 
相当額 

81 3 649 734

機械及び
装置 

(百万円)

 

その他 
(工具器 
具備品) 
(百万円) 

  

  
合計 
  

(百万円)

取得価額
相当額 375 1,961  2,337

減価償却
累計額 
相当額 

291 1,014  1,305

期末残高
相当額 84 947  1,031

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 883百万円

１年超 506百万円

合計 1,389百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 584百万円

１年超 168百万円

合計 752百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 782百万円

１年超 273百万円

合計 1,056百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 497百万円

減価償却費相当額 479百万円

支払利息相当額 19百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 449百万円

減価償却費相当額 431百万円

支払利息相当額 14百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 972百万円

減価償却費相当額 935百万円

支払利息相当額 36百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っています。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (5) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってい

ます。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

同左 

 (5) 利息相当額の算定方法 

同左 



(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。 

  

(重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 平成16年９月15日開催の取締役

会の決議に基づき、下記の子会社

を新たに設立し、平成16年10月12

日に当社が60％を出資しました。 

① 設立した会社の概況 

1)・商号    寧波保税区堤愛

思泉盟汽車内飾

有限公司 

・住所    中国浙江省 

・設立年月日 平成16年９月21

日 

・資本金   2,000千米ドル 

・事業の内容 四輪車用シート

表皮の裁断・縫

製 

・出資金額  1,200千米ドル 

2)・商号    寧波出口加工区

堤愛思泉盟汽車

内飾有限公司 

・住所    中国浙江省 

・設立年月日 平成16年９月21

日 

・資本金   750千米ドル 

・事業の内容 四輪車用シート

表皮の裁断・縫

製 

・出資金額  450千米ドル 

② 設立の目的 

   中国国内における新拠点への

縫製品の供給及びグローバル調

達を目的としています。 

１ 平成17年８月24日開催の取締役

会の決議に基づき、下記の子会社

に平成17年10月７日に当社が60％

を追加出資しました。 

① 出資会社の概況 

1)・商号    寧波保税区提愛

思泉盟汽車内飾

有限公司 

・住所    中国浙江省 

・資本金   5,000千米ドル 

・事業の内容 四輪車用シート

表皮の裁断・縫

製 

・出資金額  1,500千米ドル 

2)・商号    寧波出口加工区

堤愛思泉盟汽車

内飾有限公司 

・住所    中国浙江省 

・資本金   5,000千米ドル 

・事業の内容 四輪車用シート

表皮の裁断・縫

製 

・出資金額  750千米ドル 

② 追加出資の目的 

   設備投資資金に充当すること

を目的としています。 

  

１ 平成17年２月22日開催の取締役

会の決議に基づき3,000千英ポ

ンド、また平成17年５月20日開

催の取締役会の決議に基づき

1,000千英ポンドの総額4,000千

英ポンドを、下記の子会社に平

成17年５月27日に当社が100％

追加出資しました。 

① 出資会社の概況 

・商号    テイエス テック

ユーケー リミテ

ッド 

・住所    英国 ウィルシャ

ー 

・資本金   8,000千英ポンド 

・事業の内容 四輪車シート製造 

② 追加出資の目的 

   新機種受注に伴う設備投資資

金に充当することを目的として

います。 

  



  

  

(2) 【その他】 

平成17年11月16日の中間決算取締役会において、平成17年９月30日最終の株主名簿に記載された株主に対し第60

期中間配当として１株につき７円(総額238,000,000円)を支払うことを決議しました。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ２ 平成17年10月25日開催の取締役

会の決議に基づき、平成17年12

月12日に下記子会社出資金の一

部を広州汽車集団零部件有限公

司に売却する事で合意しまし

た。なお、譲渡金額の総額は

12,795千元であり、本件の譲渡

により当社の持分比率は100％

から52％となります。 

① 子会社の概況 

・商号    広州徳愛康紡績内

飾製品有限公司 

・住所    中国広東省 

・資本金   3,300千米ドル 

・事業の内容 四輪車用シート表

皮の裁断・縫製 

・取引の内容 該当する事項はあ

りません 

② 売却の目的 

   中国広州地区における広州汽

車集団零部件有限公司との関係

を強化し、縫製事業の更なる競

争力向上を目的としています。 

２ 平成17年１月21日開催の取締役

会の決議に基づき、下記の子会

社を新たに設立し、当社が60％

を出資しました。 

① 設立会社の概況 

・商号    武漢提愛思全興汽

車零部件有限公司 

・住所    中国湖北省 

・設立年月日 平成17年４月27日 

・資本金   5,000千米ドル 

・事業の内容 四輪車シート及び

ドアライニングの

製造 

・出資金額  3,000千米ドル 

② 設立の目的 

   得意先の武漢市進出に伴う、

当社のシート及び内装部品の供

給を目的としています。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

  

  

  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第59期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月20日 
関東財務局長に提出。 

  
有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第59期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年７月26日 
関東財務局長に提出。 

  
半期報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第58期中) 

自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

  
平成17年10月27日 
関東財務局長に提出。 

  
有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第58期) 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

  
平成17年10月27日 
関東財務局長に提出。 

  
半期報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第59期中) 

自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

  
平成17年10月27日 
関東財務局長に提出。 

  
有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第59期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年10月27日 
関東財務局長に提出。 

  
有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第55期) 

自 平成12年６月１日 
至 平成13年５月31日 

  
平成17年12月16日 
関東財務局長に提出。 

  
有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第56期) 

自 平成13年６月１日 
至 平成14年３月31日 

  
平成17年12月16日 
関東財務局長に提出。 

  
半期報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第57期中) 

自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

  
平成17年12月16日 
関東財務局長に提出。 

  
有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第57期) 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

  
平成17年12月16日 
関東財務局長に提出。 

  
半期報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第58期中) 

自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

  
平成17年12月16日 
関東財務局長に提出。 

  
有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第58期) 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

  
平成17年12月16日 
関東財務局長に提出。 

  
半期報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第59期中) 

自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

  
平成17年12月16日 
関東財務局長に提出。 

  
有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度 
(第59期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年12月16日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当する事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月17日

テイ・エス テック株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

  

私たち監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテ

イ・エス テック株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年

４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、私たち監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

私たち監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たち監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続

に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たち監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表

に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

私たち監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作

成基準に準拠して、テイ・エス テック株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用し

ているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 
  
会社と私たち監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

監査法人トーマツ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  浅  枝  芳  隆  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  吉  田  英  司  ㊞ 

新榮監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  大  島  一  成  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  赤  池  嘉  隆  ㊞ 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月15日

テイ・エス テック株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

  

私たち監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテ

イ・エス テック株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、私たち監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

私たち監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たち監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続

に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たち監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表

に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

私たち監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作

成基準に準拠して、テイ・エス テック株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  

会社と私たち監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
以 上 

  

監査法人トーマツ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  浅  枝  芳  隆  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  吉  田  英  司  ㊞ 

新榮監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  岩  村  浩  秀  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  赤  池  嘉  隆  ㊞ 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月17日

テイ・エス テック株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

  

  
私たち監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテ
イ・エス テック株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第59期事業年度の中間会計期間(平成16年４
月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監
査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たち監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対
する意見を表明することにある。 
私たち監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たち監査法
人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の
表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に
応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たち監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
  
私たち監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に
準拠して、テイ・エス テック株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平
成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 
会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用してい
るため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 
  
会社と私たち監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
  

監査法人トーマツ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  浅  枝  芳  隆  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  吉  田  英  司  ㊞ 

新榮監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  大  島  一  成  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  赤  池  嘉  隆  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月15日

テイ・エス テック株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

  

  
私たち監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているテ
イ・エス テック株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第60期事業年度の中間会計期間(平成17年４
月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監
査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たち監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対
する意見を表明することにある。 
私たち監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たち監査法
人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の
表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に
応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たち監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
  
私たち監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に
準拠して、テイ・エス テック株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平
成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
会社と私たち監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
  

監査法人トーマツ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  浅  枝  芳  隆  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  吉  田  英  司  ㊞ 

新榮監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  岩  村  浩  秀  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  赤  池  嘉  隆  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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